第18回大阪府地方独立行政法人評価委員会　大学部会　議事要旨

１　日時　　　　平成23年６月24日（金）　午後１時30分～３時00分

２　場所　　　　大阪赤十字会館４階　401会議室

３　出席委員　　安部部会長、石原委員、野崎委員、槙野委員、山谷委員

４　議題

（１）平成22年度の財務諸表について
（２）第２期中期目標期間の業務の財源に充当する積立金について

（３）平成23年度計画について

（４）その他
５　議事概要

Ⅰ　開会

○　部会長から議事項目の確認を行った。

○　事務局より新任委員を紹介。

Ⅱ　議事

（1） 平成22年度の財務諸表について
○　第１期中期目標の取組実績と平成22年度の財務状況等について、資料１－１「第１期中期目標に係る取組実績の概要」、資料１－２「平成22年度財務諸表」、資料１－３「平成22年度決算報告書」、資料１－４「平成22年度貸借対照表・損益計算書　前年度比較」により、法人から説明があった。

○　資料１－５「財務諸表の承認について（チェック項目）」により、法人から提出された財務諸表を確認した結果について、府の法人所管課である私学・大学課から、適正に処理されており、地方独立行政法人法第34条第1項に基づき、法人の報告どおり承認して問題ない旨の説明があった。
○　委員からの質問・意見（◆で表示）と法人からの説明（⇒で表示）があった。
　　◆　非常によく頑張っている。

◆　他大学と比較し、重点的な取組や、その取組の結果大学生の満足度がどうなったのかについて教えていただきたい。
⇒　第１期中期目標期間において非常に成果があった取組は、外部研究資金の獲得である。全国の大学ランキング等でも、大阪府立大学の規模で外部研究資金を33億円も獲得していることは、相当評価されている。外部研究資金の獲得が学生の学びに直結するわけではないが、大阪府立大学は高度研究型大学を目指し、研究を通じて学生を育成する。科学研究費や共同研究を通じて、大学院生の教育研究への取組姿勢は向上している。
卒業生対象のアンケートによれば、「専門性を身につけて非常に自信がついた」という項目がトップにあるが、「幅広い知識を身につける」、「市民としての責任感」、「語学力」といった項目の結果が悪かったので、その点は次の改革につなげている。
　運営費交付金が、平成１７年度約１２７億円から平成２２年度に約１０１億８４００万円と非常に減っている中で、教職員の削減努力を行ってきたが、その一方、平成２２年の受験者数は増加しており、就職率も９７％と非常に高い。
受験生や企業の方々から大阪府立大学が非常に高く評価されており、職員の削減を行いつつも、教育や研究レベルに悪影響を及ぼしていないという点は評価いただけるのではないか。
○　財務諸表の知事承認について「意見なし」とすることで、部会長から各委員の了解を得た。
（２）第２期中期目標期間の業務の財源に充当する積立金について
　○　資料２－1「H22年度決算の概要と積立金の第２期中期目標期間への繰越について（案）」により、平成22年度の決算概要と、第１期中期目標期間の積立金の次期中期目　　

標期間への繰り越しについて、法人から説明があった。
　○　資料２－2「次期中期目標期間への繰越にかかる知事の承認について」により、私学・大学課から、次期中期目標期間への積立金の繰越基準と、基準により法人の申請を確認した結果、地方独立行政法人法第40条に基づき、法人の申請どおり積立金を第２期中期目標期間の財源に組み込むことを承認して問題ないと考えている旨の説明があった。
　○　委員からの質問・意見（◆で表示）と法人及び私学・大学課からの説明（⇒で表示）があった。
◆　積立金総額３億１００万円については、本来は大阪府に全額返還するものだが、今回は次期中期目標期間に繰り越したいということか。
⇒（法人）　そうです。
◆　この繰越額について特に異論はないが、第２期中期目標期間へ繰り越す３億１００万円のうち、現金で残っている積立金は１億５１００万円である。第２期中期目標期間は、この現金積立金と23年度以降の利益等で事業を行うことになるので、収支上の事業運営は厳しい。大阪府が運営費交付金を削減しており、国の財政状況を踏まえれば研究関係の補助金も削られていくことが予想されるなかで、法人も相当努力しなければならない。法人の努力で積み立てたものは、繰り越してよいのではないか。
◆　国の独立行政法人の場合、剰余金等が出、法人の業績が非常に上がった場合、理事や理事長の退職金が上積みされるという制度があるが、府では、このような仕組みを考えているのか。
⇒（私学・大学課）　大阪府の財政が非常に厳しく、運営費交付金を今後更に１０億円削減していくなかで、法人の努力分について考慮した結果、今回、剰余金の次期繰越の承認について委員会に諮っている。
ただ、理事長等の退職金については、府の財政事情が厳しいことから、逆にカットして頂いている状況である。
◆　現金で残っている積立金は、新学域への移行や教育環境整備のための資金にするということだが、具体的に内訳を教えていただきたい。

⇒（法人）　使途の１つは、実験講義室等の教育環境の整備である。具体的には、共用実験室を作る。もう一つの使途は、学域制導入のため、オープンキャンパスや広告媒体等を活用した入試広報の強化、学域のパンフレットの作成や関西大学、大阪市立大学とともに地方で入試説明会を開催するためパンフレットの郵送などに使う。
◆　高校現場では、学域や、どのように学域に移行するのかという点が伝わっていないので、ぜひ高校への説明をお願いしたい。

⇒（法人）　学域への移行は、文部科学省への届出が要るので、届出受理が得られる前は広報ができなかった。ようやく受理されるので、今後、各地で広報していく。
◆　実験講義室等の教育環境整備のための１億６０００万円については、本来は運営費交付金等で措置すべきものである。大学を発展させるための事業であれば、府が運営費交付金等でしかるべき手だてをするのが筋ではないか。大阪府も財政状況が厳しいのは分かるが、今後、運営費交付金等を計上される際には考慮していただきたい。
○　積立金の第２期中期目標期間への繰越にかかる知事承認について、「意見なし」とすることで、部会長から各委員の了解を得た。
（３）平成23年度計画について
　○資料３－１「平成23年度計画の概要」、資料３－２「平成23年度計画」により、法

人から説明を行った。

○委員からの質問・意見（◆で表示）と法人からの説明（⇒で表示）があった。
◆　大阪府立大学に入る高校生のレベルはどうか。
⇒　受験生が非常に多く、また、志願倍率も高く、レベルは変わっていない。
（４）その他
○事務局から、次回の部会を平成２３年７月１５日金曜日の午後３時から開催する旨報告した。
Ⅲ　閉会
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- 1 -
PAGE  
- 1 -

